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１ 計画の基本的事項 

 

（１）趣旨                                 

 

 行政には、最少の経費で最大の効果を挙げ、市民の求めるサービスを最良の

形で提供することが求められています。 

 本市では、昭和 60 年に「行政改革大綱」、平成８年に「第２次八潮市行政改

革大綱」、平成 18 年に「第３次八潮市行政改革大綱 八潮市行政改革集中改革

プラン」を策定し、これまで行政改革を推進してきました。 

また、現在は平成 23 年度から平成 27 年度までを計画期間とした「第４次八

潮市行政改革大綱・実施計画」に基づき、簡素で効果的な市政運営を実現させ

るため、事務事業の見直しや民間委託の推進などに取り組み、一定の成果を挙

げてきました。 

 

 一方で、少子高齢化の進展や市民ニーズの多様化、地方分権の進展など、本

市を取り巻く環境は大きく変化しており、今後、社会環境の変化に素早く対応

し、よりよい行政サービスを提供できるよう、さらなる行政改革を推進する必

要があります。 

 このようなことから、第４次八潮市行政改革大綱・実施計画で掲げた 82 の取

組内容を検証し、新たな時代のニーズに応えるべく今後の行政改革の方向性を

示した、第５次八潮市行政改革大綱・実施計画を策定します。 

 

 

これまでの行政改革の取組み 

 

昭和 60 年    行政改革大綱 

 

平成８年     第２次八潮市行政改革大綱 

 

平成18年    第３次八潮市行政改革大綱 八潮市行政改革集中改革プラン 

         ―都市間競争に勝ち抜き持続可能な行政経営を目指して― 

 

平成 23 年    第４次八潮市行政改革大綱・実施計画 

         ～自主・自立性の高い行政経営を目指して～ 
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（２）計画期間                               

 

 この大綱に基づく取り組みの計画期間は、平成 28 年度から平成 32 年度まで

の５年間とします。 

 

 

（３）大綱の基本方針（行政改革の５つの視点）                

 

 第５次八潮市行政改革大綱・実施計画では、経営の観点に立脚した行政運営

を推進するため、資源である「ヒト・モノ・カネ・情報」を最大限に活用し、

行政サービスの向上、より健全な財政運営等を推進します。このため、全職員

が次の５つの視点で新たな行政改革に取り組むこととします。 

 

 

 

 

① 市民との協働の視点 

② 公民連携の視点 

③ 事務事業の見直しの視点 

④ 組織・人材マネジメントの視点 

⑤ 自主・自律的な財政運営の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５つの視点 
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２ 第５次八潮市行政改革大綱 

 

（１）大綱の内容                             

 

 ① 市民との協働の推進 

  多様な市民ニーズに的確に応えるため、市民、市民団体、ＮＰＯ、議会な

どと適切な役割分担のもとで連携・協働し、まちづくりに取り組みます。 

  まちづくりに対する参画意欲を高め、多くの市民が参画しやすい環境を目

指します。 

 

 【主な取組項目】 

  ○市民との協働によるまちづくり推進体制の整備 

  ○ＮＰＯ団体との協働・連携体制の整備 

 

 

② 公民連携の推進 

  民間事業者のノウハウや新しい発想を取り入れ、行政サービスの向上を図

ります。 

  行政の領域の見直しを行い、効果的・効率的な事業を推進するため、民間

事業者への委託やさらなる指定管理者制度の導入等を検討し、公民連携の

推進を図ります。 

 

 【主な取組項目】 

  ○窓口業務の民間委託の推進 

  ○指定管理者制度の活用 
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 ③ 事務事業の見直し 

  事務事業の必要性、有効性、効率性を的確に見極め、簡素化・集約化に努

めます。 

  市民の期待に応える行政サービスを提供し、市民満足度の高い行政を目指

します。 

 

 【主な取組項目】 

  ○マイナンバー制度の活用 

  ○｢いきいきやしお改善運動｣の推進 

 

 

④ 組織・人材マネジメントの推進 

 限られた人材を効率的に活用し、最少の人員で最大の効果を挙げることがで

きる組織体制の確立を目指します。 

 職員の意識改革や人材育成に取り組み、職員が能力を発揮できる働きがいの

ある職場環境を目指します。 

 

 【主な取組項目】 

  ○職員体制の効果的・効率的な運用 

  ○ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 

 ⑤ 自主・自律的な財政運営の推進 

  厳しい財政状況下において、将来にわたり継続して安定した行政サービス

を提供できる財政基盤の確立や効率的で適切な資産管理を行うため、中長

期的な視点を持ち、財政の健全化、自主財源の確保を図ります。 

 

 【主な取組項目】 

  ○アセットマネジメントの推進 

  ○使用料・手数料の適正化 
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（２）行政改革の体系                            

 

 第５次八潮市行政改革大綱に示した５つの視点に基づき、64 の取組項目を設

定し、実施計画に沿った行政改革を推進していきます。 

 

 

第５次八潮市行政改革大綱・実施計画の体系 

 

第５次八潮市行政改革大綱 

 

基本方針（５つの視点） 

       ① 市民との協働の視点 

       ② 公民連携の視点 

       ③ 事務事業の見直しの視点 

       ④ 組織・人材マネジメントの視点 

       ⑤ 自主・自律的な財政運営の視点 

                 

 

 

～行政サービスの向上と健全な財政運営の両立を目指して～ 

 

 

 

 

実施計画 

 

64 の取組項目 

 

 

（３）推進方法                               

  

 ＰＤＣＡサイクルに基づき、実施計画の進行管理や評価を行い、毎年度の評

価結果をホームページや広報紙を通じて公表します。 

 第５次八潮市行政改革大綱・実施計画は、社会経済情勢等の変化に応じて適

宜、必要な見直しを行います。 
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３ 第５次八潮市行政改革大綱に基づく実施計画一覧 

 

 第５次八潮市行政改革大綱に基づき、大綱ごとに取組項目を位置付けていま

す。 
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大綱１．市民との協働の推進

（主）：担当部署内の主管課

№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

自治基本条例の主
旨を踏まえ、より
多くの市民が市政
に参画できるよう
意見の募集方法の
見直しなどを行
う。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

協働によるまちづ
くり推進体制の充
実を図る。

マッチング事業に
関する体制を整備
する。

マッチング事業に
関する要綱等を整
備する。
マッチング事業の
実施に向けた準備
を行う。

マッチング事業を
実施する。

ＮＰＯ団体との協
働・連携体制の整
備

市民協働推進課 市政の推進に関連のあるＮＰ
Ｏ団体活動と行政需要とを
マッチングさせる場を設け
る。

まちづくりに関するＮＰＯ団体との
意見交換の場を設け、ＮＰＯ団体の
活動と行政需要をつなぐマッチング
事業を実施する。

4

｢自治基本条例｣に基づき、市民団体
等の活動状況を踏まえ、協働による
まちづくりに向けた推進体制を整備
する。

市民参画制度の充
実

市民との協働による取組を推
進し、一層の市民参画を図
る。

｢自治基本条例｣に基づき、各種施策
や計画等の立案段階から市民の参画
を求めるなど、市民参画制度の充実
を図る。

市民協働推進課

市民意見募集制度
（パブリックコメ
ント）の充実

秘書広報課(主)
市民協働推進課

各種施策や計画等の決定過程
において市民からの意見を聴
取する市民意見募集制度を充
実し、より一層の市民参画の
促進を図ることにより、市民
との協働による市政を推進す
る。

広報紙やホームページにパブリック
コメントの案内を掲載するととも
に、引き続き、市民意見募集制度の
充実を図る。

市民との協働によ
るまちづくり推進
体制の整備

市民協働推進課 市民との協働によるまちづく
り推進体制を整備する。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

市民参画制度とし
て審議会等におけ
る委員公募を推進
する。

1-1

1-2

1-3

1-4

1

3

2
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

普及啓発を行い、
快適な公共空間の
創造に努める。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

「八潮市違反簡易
広告物除却推進員
制度実施要綱」に
基づくボランティ
ア活動を促進す
る。

数値目標
参加者延べ人数：

80人

数値目標
参加者延べ人数：

90人

数値目標
参加者延べ人数：

90人

数値目標
参加者延べ人数：

90人

数値目標
参加者延べ人

数:100人

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

市が従事している
団体の事務内容の
整理、縮小に努め
る。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

町会自治会と連携
しながら、町会自
治会活動のＰＲや
加入促進のキャン
ペーン事業等を実
施する。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

町会・自治会参加
率向上に向けた取
組の推進

市民協働推進課 地域コミュニティの核となる
町会・自治会参加率向上に向
けた取組を行う。

町会・自治会への参加率向上を図る
ため、町会・自治会と連携し、町
会・自治会加入促進キャンペーン等
を実施する。

企画経営課(主)
全部署

団体の自主・自立性を高める
ため、「八潮市における団体
事務への従事に関する方針」
に基づき、市が従事している
団体事務の縮小、会計事務の
速やかな移行に努める。

団体・会計事務の移行に関する調査
を実施し、市が従事している団体事
務の縮小、会計事務の速やかな移行
に努める。

屋外違法広告物の
撤去活動の促進

都市計画課 景観によるまちづくりを推進
するため、市民ボランティア
が違法広告物を撤去できる体
制を整備し、撤去活動の促進
を図る。

市内の景観行政に関心のある市民や
団体をボランティアとして募集し、
「八潮市違反簡易広告物除却推進員
制度実施要綱」に基づくボランティ
ア活動を促進する。

公共施設の里親
（アドプト）制度
の継続

道路治水課(主)
公園みどり課

市民との協働によるまちづく
りを推進するため、歩道や植
樹帯・公園等の公共空間を市
に代わり、その地域の市民や
事業者等が里親となって管理
する公共施設の里親（アドプ
ト）制度を継続する。

公共施設の里親（アドプト）制度の
充実に向けた取組を行う。

団体に関する従事
事務（会計事務を
含む）の見直し

1-6

1-5

1-7

1-8

5

6

7

8
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大綱２．公民連携の推進

№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

窓口業務の民間委
託について検討
し、順次委託を行
う。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

市道パトロールの
民間委託について
検討し、順次委託
を行う。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

効率性・経済性を
考慮し、必要に応
じて民間委託を行
う。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

県との委託内容、
負担金等について
協議する。

民間委託を実施す
る。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

導入可能な施設に
ついて積極的な活
用を図る。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

道路治水課 排水機場の民間委託を推進す
る。

業務の安全性、効率性、経済性に配
慮しながら、排水機場管理業務の民
間委託を推進する。

指定管理者制度の
活用

企画経営課(主)
関係課

指定管理者制度を活用し、施
設管理における経費節減効果
や施設運営における事務の効
率性向上など指定管理者とな
る民間事業者等のノウハウを
活かした市民サービスのさら
なる向上を図る。

用地取得業務の民
間委託

道路治水課(主)
都市計画課

期間が制限されている都市計
画道路など短期間のうちで交
渉を進める必要性のある用地
取得に係る業務の民間委託を
推進する。

効率性・経済性の高い手法を選択し
ながら用地取得業務を推進する。

排水機場管理業務
の民間委託

道路治水課 市民の要望に対応するため、パト
ロール業務等の民間委託（各種協会
を含む）についての検討を行い、順
次委託を行う。

｢八潮市指定管理者制度導入基本方
針｣に基づき、導入可能な施設につ
いて検討を行い、積極的な活用を図
る。

市道パトロールを民間に委託
し、市道の破損状況の早期確
認、補修等を行う。

窓口業務の民間委
託の推進

企画経営課(主)
関係課

窓口業務の民間委託を積極的
に推進する。

「公共サービス改革法」に基づき、
民間事業者の取扱いが可能な窓口業
務の委託について検討を行い、順次
委託を行う。

市道パトロールの
民間委託

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

9

13

12

10

11
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

指定管理者業務に
係るモニタリング
を実施し、更なる
サービスの向上に
努める。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

導入可能な施設に
ついて積極的な導
入を図る。

指定管理者制度を導入した施
設を対象に、顧客満足度や経
費節減効果等の検証を行い、
施設管理・運営に係る業務プ
ロセスの継続的な改善を図
る。

顧客満足度や経費節減効果等の検証
を行い、施設管理・運営に係る業務
プロセスの継続的な改善を図る。

指定管理者制度導
入施設の検証

指定管理者制度に
おける利用料金制
度の導入

企画経営課(主)
関係課

指定管理者制度の導入施設を
対象に、施設の使用料を指定
管理者の収入とすることがで
きる利用料金制度を導入し、
指定管理者となる民間事業者
等の取組成果の反映と取組意
欲の向上、施設管理における
経費節減効果の向上を図る。

指定管理者制度を導入している施設
を対象に、収益性等を考慮し、利用
料金制度の導入を図る。

企画経営課(主)
関係課

取組年度／取組スケジュール／数値目標

2-6

2-7

14

15
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大綱３．事務事業の見直し

№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

取組年度／取組スケジュール／数値目標

「いきいきやしお
改善運動」の推進

企画経営課（主）
全部署

業務の改善運動を全庁的に展
開し、業務の効率化、コスト
の縮減、業務の質の向上を目
指す。

発注時期等の平準
化に取り組む。

マイナンバーを利用して市民
サービスの向上に努める。

｢行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する
法律｣に基づき、個人番号制度を利
用して、担当部局において市独自の
利用方法を検討し活用する。

各課にて業務改善
計画を策定し、業
務改善運動に取り
組む。

｢第５次八潮市総合計画｣における進
行管理や実施計画において今後の事
業選択、定員管理、施策評価、事務
事業評価などにおいて活用を図る。

システムによる総
合計画の進行管
理、今後の事業選
択、実施した事業
の評価等を行う。

｢第５次八潮市総合計画｣に基
づいた効率的かつ効果的な行
政運営を実現するため、今後
の事業選択や定員管理等をシ
ステム管理し、連動性のある
施策の展開や効率的な経営資
源の分配を行う。

不正受給防止対策
専門員等による調
査を実施する。

｢生活保護法｣に基づく扶助費
の支給について適正化を図
る。

扶助費の適正化を図るため、不正受
給防止対策専門員等による必要な調
査を実施する。

工事発注時期の平
準化

道路治水課
下水道課
営繕・市営住宅課
都市計画課
区画整理課
教育総務課
施設課

市民生活への影響や工事施工
時期の集中を防止し、工事の
品質を確保するため、工事発
注時期を平準化させる。

企画経営課（社会
保障・税番号制度
担当）（主）
関係課

マイナンバー制度
の活用

工事の発注に当たっては、休日等の
作業不能日数を加味し、適正な工期
の設定に努め、円滑な施工体制確保
のための余裕期間を設定することに
より、工事発注時期の平準化に取り
組む。

政策－財政－人事
の連動性のある行
政マネジメントシ
ステムの活用

企画経営課（主）
財政課
総務人事課

｢生活保護法｣に基
づく扶助費の適正
化

社会福祉課

全職員を対象とし、課単位で業務改
善計画を策定し、計画に基づき業務
改善に取り組む。その後、優れた取
組を選出し、改善運動の参考とす
る。

市独自の利用方法
を検討し活用す
る。

3-4

3-5

19

3-1

3-2

3-3

17

16

18

20
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

電気使用量の削減目
標値
590,500kwh

電気使用量の削減目
標値
590,500kwh

電気使用量の削減目
標値
590,500kwh

電気使用量の削減目
標値
590,500kwh

電気使用量の削減目
標値
590,500kwh

紙使用量の目標値
7,369,000枚以内

紙使用量の目標値
7,369,000枚以内

紙使用量の目標値
7,369,000枚以内

紙使用量の目標値
7,369,000枚以内

紙使用量の目標値
7,369,000枚以内

ごみ排出量の削減目
標値
22,800kg

ごみ排出量の削減目
標値
22,800kg

ごみ排出量の削減目
標値
22,800kg

ごみ排出量の削減目
標値
22,800kg

ごみ排出量の削減目
標値
22,800kg

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

3-8

要綱に基づき、適
正な事業委託の推
進を図る。

事業の優先順位や
事務量を把握す
る。

職員の能力や経験
を踏まえた適正な
職員配置を行う。

施設管理業務に係
る契約事務の一元
化

財政課(主)
各施設

施設管理業務に係る契約事務
の一元化などにより、経費削
減と事務の効率化を図る。

委託事務の適正化
の推進

「八潮市委託事務の適正化に関する
要綱」に基づき、随意契約や同一委
託先との継続契約等に係る事務事業
の適正化を図る。

企画経営課（主）
総務人事課

取組年度／取組スケジュール／数値目標

効果的・効率的な行政運営を
推進するため、各部局の事業
の優先順位に応じ、職員を適
正に配置する。

削減実績を踏ま
え、計画の見直し
を図りながら、数
値目標の再設定を
行い、引き続き削
減に取り組む。

効果的・効率的な
職員配置

事業の優先順位や事務量を把握する
とともに、職員の能力や経験を踏ま
え適正な職員配置を行う。

企画経営課（主）
全部署

「八潮市委託事務の適正化に
関する要綱」に基づき委託事
務の適正化を図る。

「八潮市環境マネ
ジメントシステ
ム」に基づく環境
に配慮した事務事
業の推進

環境リサイクル課
全部署

エコオフィスの取り組みを推
進し、事務事業における環境
負荷の低減と資源・エネル
ギーにかかる経費の削減を図
る。

市内公共施設における警備委託業務
や電気（PPS）の契約事務につい
て、一括で入札することによる経費
削減や、長期継続契約による事務の
効率化を図る。

実施方針に基づき
施設の管理を行
う。

3-7

3-6

24

22

3-9

23

エコオフィスの取り組みの中でも電
気・紙等の各使用量の削減とごみの
排出量の削減効果を継続的に測定
し、取組における成果をまとめる。

【数値目標の設定の考え方につい
て】
本市においては、これまでエコオ
フィスの取り組みによる目標値（電
気使用量の削減目標126,540kwh、ご
み排出量の削減目標14,741kg）を定
め、環境負荷の低減に努めてきた。
今後、事務量の増加に伴い、電気使
用量等の増加が想定されるが、本計
画においては、エコオフィスの取り
組みより厳しい数値を平成28年度か
らの計画期間内の数値目標として設
定し、使用量等のより一層の削減に
継続的に取り組む。紙使用量につい
ては平成26年度を基準とする。

21

12 



№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

各課の事務事業の
情報化を支援す
る。

各種システムのク
ラウド化に取り組
む。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

取組年度／取組スケジュール／数値目標

事務決裁の専決区分や決裁方法の見
直しを行う。

専決区分や決裁方
法の見直しを行
う。

入札制度の適正化 公共工事の入札に関して、手
続きの透明性、客観性、競争
性を向上させるとともに、工
事の品質を確保するため、入
札制度の適正化を図る。

一般競争入札及び総合評価方式入札
を継続して実施する。

電子自治体の推進 企画経営課（情報
化推進担当）
関係課

市民サービスの向上と行政運
営の効率化・高度化を図るた
め、事務事業の情報化を推進
する。

財政課

事務処理の迅速化を図るた
め、専決区分等の見直しを行
う。

事務決裁の見直し 総務人事課
秘書広報課

市民満足度の高
い、きめ細かな総
合案内サービスを
提供する。

一般競争入札及び
総合評価方式入札
を継続して実施す
る。

電子自治体の推進を図るため、各課
の事務事業の情報化を支援するとと
もに、各種システムのクラウド化
（サーバーの外部化）を推進する。

総合案内サービス
の充実

総務人事課 総合案内サービスの向上につ
いて継続的に検討を行い、
サービスの充実に努める。

市民満足度の高い、きめ細かな総合
案内サービスを提供するため、マ
ニュアル整備や研修体制の充実等に
取り組む。

3-13

3-10

3-11

3-12

25

26

27

28

13 



№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

取組年度／取組スケジュール／数値目標

職員に対し、接遇研修を実施し、職
員の意識向上を図るとともに、窓口
対応アンケート調査を実施し、接遇
の向上を目指す。

接遇の研修を行う
とともに、窓口対
応アンケート調査
を行いながら職員
の意識の向上を図
る。

納付窓口の拡充に
ついて研究し、可
能な納税方法の導
入を図る。

29

31

市税・国民健康保
険税の納付窓口の
拡充

納税課(主)
国保年金課

市税や国民健康保険税につい
てクレジットカードやイン
ターネットを介した納付がで
きるよう納付窓口の拡充を図
り、市民への利便性の向上と
税収の確保を図る。

取扱手数料や情報システムの対応等
に要する経費を算出するなど、事務
処理上の課題や問題点を整理し、ク
レジットカードやインターネットを
介した納税方法の導入に取り組む。

接遇の向上

住民の異動と関連性のある窓口業務
について、日曜窓口の開設が可能か
検討し、可能な業務の導入を図る。

3-14

3-15

日曜窓口業務の実
施

市民課
関係課

窓口サービスの向上を目指
し、日曜窓口業務を実施す
る。

総務人事課 職員の接遇能力を高め、窓口
等における市民満足度の向上
を図る。

3-16

防災備蓄品の計画
的な整備

危機管理防災課 物資及び資機材等の備蓄に努
める。

｢地域防災計画｣に定められた、自
助・共助・公助の役割に基づいた備
蓄を行い、品質管理及び保守点検に
努めるとともに、社会環境の変化を
考慮し、品目・数量の見直しを行
う。

市民課日曜窓口を
継続しつつ、日曜
窓口拡充事務につ
いて検討し、可能
な業務の導入を図
る。

災害時に必要な物
資を備蓄する。

品質管理及び保守
点検を行う。

3-1732

30

14 



№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

市民の意向を踏ま
え、利便性の向上
を図る。

スマートフォン等
対応サイトの作成

秘書広報課 スマートフォン等に対応でき
るようサイトを作成し、利便
性の向上を図る。

スマートフォン等でホームページを
閲覧できるようにし、利便性の向上
を図る。

対応サイトを作成
する。

秘書広報課（主）
関係課

広報やしおの充実 秘書広報課 広報やしおの充実を図り、市
政情報等を広く市民に提供す
る。

記事の掲載方法等について検討し、
読みやすく理解しやすい広報紙を市
民に提供する。

防災行政無線の放
送内容のホーム
ページ掲載

実施方針を策定し
庁内体制を整備す
るとともに運用を
開始する。

読みやすく理解し
やすい広報紙を提
供する。

秘書広報課 全ての人が容易に情報を入手
できるようホームページの充
実を図る。

ホームページの閲覧者が簡易かつ便
利に利用できるよう、ユニバーサル
デザイン化に取り組み、ホームペー
ジの充実を図る。

防災行政無線の放送内容を
ホームページ上に掲載する。

防災行政無線で放送した担当課が
ホームページに放送内容を掲載する
ことにより、情報伝達方法の充実を
図る。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

34

ホームページの充
実

市民が求める情報
を迅速に手に入れ
られるよう、ホー
ムページの充実を
図る。

配布物を活用した
市のＰＲ

企画経営課（主）
財政課
健康増進課
関係課

市のＰＲを推進するため、ゆ
るキャラ等を活用し、認知度
の向上を図る。

市のＰＲを推進するため、ゆるキャ
ラ等を名刺、封筒、配布物等に掲載
し配布する。

活用方法を検討す
る。

検討結果を踏まえ
実施する。

3-18

3-19

3-20

3-21

3-22

33

36

37

35

15 



大綱４．組織・人材マネジメントの推進

№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

一時的な繁忙期に
経験者の応援を必
要とする部署を把
握し、引き続き、
可能な範囲で応援
態勢を整備する。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

職員数
556人

職員数
566人

職員数
567人

職員数
565人

職員数
562人

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

職員の能力、実績
などを加味する新
たな給与体系につ
いて検討を行い、
適宜、給与体系の
見直しを行う。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

行政組織の見直し 企画経営課（主）
総務人事課

本市の政策課題に適切に対応
するため、効果的かつ効率的
な行政組織体制の整備を図
る。

本市の政策課題に適切に対応できる
よう、行政組織を不断に検証し、効
果的かつ効率的に事務事業を処理し
得る組織体制の整備を行う。

適宜、組織体制の
整備を行う。

職員を機動的に配置し、職員
を増員することなく、効果
的・効率的に活用できる態勢
を整備する。

一時的に事務量が増大する部署など
に、部の範囲を超えて、その部署の
経験者を応援に回すことで、一時的
な繁忙期に対応できるようにする。

「八潮市定員管理
計画」に基づく職
員の定員管理

職員体制の効果
的・効率的な運用

総務人事課
企画経営課

企画経営課 限られた人的資源で業務効率
を最大限に高めるため、事務
事業の見直し等を進めること
を基本としつつ、本市の特性
や業務量、内容等に応じた最
適な定員数の確保を図る。

「八潮市定員管理計画【平成28年度
～平成32年度】」に基づき、行政需
要に応じた計画的な定員管理を行
い、行政運営の効率化をより一層推
進する。

「八潮市定員管理
計画」に基づい
た、適正な定員管
理を行う。

職員の能力や実績
に応じた給与体系
の見直し

総務人事課 職員一人ひとりの能力を最大
限に発揮し、また、勤労意欲
の高揚につながるよう、新た
な給与体系について検討を行
い、見直しを行う。

職員の能力に加え、実績などを加味
する新たな給与体系について検討を
行い、体系の構築を図る。

4-1

4-2

4-3

4-4

40

41

38

39

16 



№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

福利厚生事業につ
いて、随時、点検
及び見直しを行
う。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

人材育成方針に基
づき、研修を実施
し、人材育成に取
り組む。
人材育成方針の見
直しを検討する。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

45

防災対策研修の導
入

総務人事課（主）
危機管理防災課

本市の災害の特性を学び、職
員としての防災意識の向上を
図る。

新規採用職員の研修プログラムの中
に防災研修を盛り込み、防災意識の
向上を図る。

防災対策研修を実
施する。

ワーク・ライフ・
バランスの推進

人権・男女共同参
画課

ワーク・ライフ・バランスを
実現させ、職員が働きがいや
生きがいを持てる職場環境を
目指すことで、職員一人ひと
りの能力を最大限に引き出
し、事務効率の向上及び組織
の活性化を図る。

定期的にワーク・ライフ・バラン
ス・デイを設定し、完全な定時退庁
を推進することにより、職員一人ひ
とりの退庁後の時間の有効利用（自
己研鑽、育児、介護、ボランティア
等）及び職員自身の意識改革を図
る。

定期的にワーク・
ライフ・バラン
ス・デイを設け定
時退庁を推進し、
職員の意識改革を
図る。

分権型社会の担い手にふさわ
しい人材を育成するため、
「八潮市人材育成基本方針」
に基づく研修等を実施する。

「八潮市人材育成基本方針」に基づ
く職員研修等を実施することによ
り、職員の資質を向上させるととも
に、職員一人ひとりの能力や可能性
を最大限に引き出す。

46

ベテラン職員等を
活用したＯＪＴの
実施

総務人事課 ベテラン職員等によるＯＪＴ
を実施し、若手職員を対象と
した、知識、技術力及び業務
に対する熟知度の向上を図
る。

業務に対する熟知度の向上を図るた
め、ベテラン職員等が業務上必要な
知識や技術の指導を定期的に行う。

実施に向けた検討
を行う。

ベテラン職員等を
活用したＯＪＴを
試行する。

ベテラン職員等を
活用したＯＪＴを
実施する。

「八潮市人材育成
基本方針」に基づ
く効果的な人材育
成の取組

取組年度／取組スケジュール／数値目標

総務人事課 職員の保健、元気回復その他
厚生に関する事項を最適なも
のとするため、福利厚生事業
について、随時、内容を点検
し、見直しを行う。

福利厚生事業について、随時、内容
の点検を行い、必要に応じて見直し
を行う。

福利厚生事業の見
直し

総務人事課

4-9

4-8

4-5

4-6

4-7

43

44

42
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

現行の再任用制度
と併せた、政策的
な再任用制度の構
築を行う。

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

臨時職員等を効果
的に活用する。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

臨時的、補助的な業務に関し
ては、臨時職員等を効果的に
活用する。

行政ニーズが増加していく中で、臨
時的、補助的な業務に関しては、臨
時職員等を活用する。

再任用職員の効果
的な活用

職員の大量退職によるマンパ
ワーの一時的な低下を抑える
ため、再任用職員を効果的に
活用する。

再任用職員の経験や適正等を活かし
た配置を行うとともに、一時的なマ
ンパワーの低下を抑えるための効果
的な活用について取り組む。

総務人事課

臨時職員等の効果
的な活用

総務人事課

4-10

4-11

47

48
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大綱５．自主・自律的な財政運営の推進

№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

数値目標
市税納税率
　98.02％

国保税納税率
　84.80％

数値目標
市税納税率
　98.04％

国保税納税率
　84.85％

数値目標
市税納税率
　98.06％

国保税納税率
　84.90％

数値目標
市税納税率
　98.08％

国保税納税率
　84.95％

数値目標
市税納税率
　98.10％

国保税納税率
　85.00％

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

取組年度／取組スケジュール／数値目標

納税課 市税・国民健康保険税現年度
課税分の納税率の向上を図
り、歳入確保に努める。

現年度課税分の未納者に対する早期
対応により納税率の向上を図る。

発生した滞納につ
いて、早期に対応
する。5-2

将来にわたって、必要となる
行政サービスを提供できる健
全な行財政基盤を確立するた
め、将来の行政需要と財政予
測を見据え、公共施設で提供
するサービスの量・質・コス
トの面から全体最適を目指
す。

「公共施設マネジメント基本計画」
に基づき、将来にわたる公共サービ
スのあり方を検討し、施設の再編計
画を策定する。（PRE：公的不動産
戦略)
また、施設の維持管理に係る全庁統
一的な仕組みを構築する。（FM：経
営的視点から見た公共施設の総合的
な維持管理)

｢公共施設マネジメ
ント基本計画｣に基
づき、PRE,FMの行
動計画となる「公
共施設マネジメン
トアクションプラ
ン」を策定する。

アクションプラン
を推進する。
リーディングプロ
ジェクトを推進す
る。

市税・国民健康保険税滞納繰
越分の収入未済額の圧縮を図
る。

累積滞納額の徴収強化、給与を含め
た債権の差押強化、公売の実施ある
いは滞納処分の執行停止など、滞納
整理を推進する。

アセットマネジメ
ントの推進

アセットマネジメ
ント推進課（主）
関係課

収入未済額の圧縮
を図る。

市税・国保税滞納
繰越分の収入未済
額の圧縮

納税課

市税・国保税現年
度課税分の納税率
の向上

5-1

5-3

49

51

50
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

数値目標
（保育料収納率）

98.22%

数値目標
98.24%

数値目標
98.26%

数値目標
98.28%

数値目標
98.30%

数値目標
（し尿処理手数料

収納率）
  98.80%

数値目標
98.80%

数値目標
98.80%

数値目標
98.80%

数値目標
98.80%

数値目標
（市営住宅使用料

収納率）
99.00%

数値目標
99.00%

数値目標
99.00%

数値目標
99.00%

数値目標
99.00%

数値目標
（給食費）

99.95%

数値目標
99.95%

数値目標
99.95%

数値目標
99.95%

数値目標
99.95%

取組年度／取組スケジュール／数値目標

保育課
環境リサイクル課
営繕・市営住宅課
学務課

保育料・し尿処理手数料・市
営住宅使用料・給食費の収納
対策を強化し、歳入確保に努
める。

滞納者に対する戸別訪問の実施強化
及び徴収に係る担当職員の知識・技
能向上、保育所や学校との連携強化
などの収納対策の強化を図る。

（保育料）
催告書の送付、電
話催告及び戸別訪
問を実施するとと
もに、保育所との
連携を図る。

（し尿処理手数
料）
滞納者の汲取り停
止、戸別訪問等の
強化を図る。

（市営住宅使用
料）
戸別訪問の実施強
化を図る。

5-4

（給食費）
督促、納付相談、
学校等との連携強
化を図る。

使用料・手数料等
の収納対策の強化

52
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

事務処理上の課題
や問題点の整理を
行い、より多くの
広告掲載に向けた
取組を行う。

ホームページのバ
ナー広告件数

132件

ホームページのバ
ナー広告件数

132件

ホームページのバ
ナー広告件数

132件

ホームページのバ
ナー広告件数

144件

ホームページのバ
ナー広告件数

144件

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

誘致に向けた
情報提供数

３件

誘致に向けた
情報提供数

５件

誘致に向けた
情報提供数

７件

誘致に向けた
情報提供数

10件

誘致に向けた
情報提供数

10件

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

時間外勤務命令の
指示、ノー残業
デー、残業自粛
デーの徹底を図
る。

5-7

積極的な企業誘致を行い、税
収の増加を目指す。

不動産の空き状況や、埼玉県の企業
誘致担当部署との連携による情報提
供等を充実する。
また、借入金の利子補給などの財政
支援策の検討を行いながら、企業誘
致に向けた取組を推進する。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

企画経営課（主）
財政課
関係課

受益と負担の公平性の観点か
ら使用料・手数料の見直しを
行い、市民間の公平性と公正
性の確保、受益と負担のより
一層の適正化を図る。

施設の維持管理やサービスの提供に
係るコスト変化等を踏まえ、「使用
料・手数料・施設使用料減免基準の
あり方に関する基本方針」の見直し
を行い、新たな方針に基づく適正な
運用を図る。

5-5

5-6

有料広告の掲載 秘書広報課
財政課

ホームページ等に有料広告を
掲載し、歳入の確保を図る。

有料広告の掲載に伴う収入見込額や
事務処理上の課題・問題点の整理を
行い、より多くの広告掲載に向けた
取組を行う。

使用料・手数料の
適正化

「使用料・手数
料・施設使用料減
免基準のあり方に
関する基本方針」
の見直しを行う。

新たな方針に基づ
き、適正な運用を
図る。

積極的な企業誘致 商工観光課

企業誘致に向けた
取組を行う。

時間外勤務の抑制 総務人事課 時間外勤務の抑制に向けた対
応策を実施する。

時間外勤務命令の指示の徹底や定刻
後の所属単位での庁舎内消灯などの
措置を講じ、時間外勤務手当の縮減
を図る。

5-8

53

54

55

56
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

数値目標
270億円

数値目標
267億円

数値目標
266億円

数値目標
265億円

数値目標
264億円

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

取組年度／取組スケジュール／数値目標

財政課

給付事業の見直しを行い、扶
助費の適正化を図る。

「給付事業の見直しに関する基本方
針」に基づき、市が単独で行ってい
る給付事業の必要性や市民ニーズ、
行政コスト等について検証を行い、
適正化を図る。5-9

5-10

公共工事における
コストの縮減

道路治水課(主)
関係課

公共工事を｢より良いものをよ
り安く｣実施するため、工事コ
ストの縮減を図る。

工事の計画・設計等の見直し、工事
実施段階での合理化等の施策を継続
して実施することにより工事コスト
を縮減する。

市債の新たな発行は、当該年度の公
債費の元金償還額を上限とし、市債
残高の縮減を図る。

各事業への給付事
業の検証を行い、
適正化を図る。

当該年度の市債の
発行にあたって
は、同年度の元金
償還額を上限と
し、市債残高の縮
減を図る。

未利用財産の現況を把握し、その処
分方針を立てた上で、今後において
も利用の予定がない普通財産の売り
払いを行う。

5-12

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
化等の施策を継続
して実施すること
により工事コスト
を縮減する。

市債発行の抑制

市有地のうち未利用で今後に
おいても利用の予定がない普
通財産については改めて整理
を行い、売却が可能な財産に
ついては積極的な売り払いを
行い、資産の適正管理と財源
確保の向上に努める。

弾力的な財政運営が持続でき
るよう、世代間の公平性や財
政負担の平準化を踏まえつ
つ、市債発行の抑制に努め、
市債残高の縮減を図る。

5-11

未利用財産の処分 財政課
道路治水課

給付事業の見直し
に伴う扶助費の適
正化

長寿介護課
子育て支援課
教育総務課
学務課

59

未利用財産の把
握・可処分財産の
売却を行う。

60

57

58
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№
整理
番号

取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

61

国民健康保険事業
の健全な運営

国保年金課 「受益と負担の公平性」を前
提とし、国保の都道府県化等
の制度改正などに適切に対応
しながら、国民健康保険事業
の健全な運営に努める。

特定健診・特定保健指導の受診（実
施）率向上対策に取組むとともに、
後発医薬品の利用率向上策に取り組
む。
また、国保税の賦課方式等を検証
し、必要に応じて見直しを図る。

・特定健診受診率
   40%
・特定保健指導実
施率
   25%
・後発医薬品利用
率
　 64.0%

・特定健診受診率
   45%
・特定保健指導実
施率
   35%
・後発医薬品利用
率
　 65.5%

・特定健診受診率
   50%
・特定保健指導実
施率
   45%
・後発医薬品利用
率
　 67.0%

・特定健診受診率
   55%
・特定保健指導実
施率
   55%
・後発医薬品利用
率
　 68.5%

・特定健診受診率
   60%
・特定保健指導実
施率
   60%
・後発医薬品利用
率
　 70.0%

取組年度／取組スケジュール／数値目標

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
等を実施する。

②後発医薬品差額
通知を実施する。

③国保税の賦課方
式等を検討する。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
等を実施する。

②後発医薬品差額
通知を実施する。

③国保税の賦課方
式等を検討する。

④第３期八潮市特
定健康診査等実施
計画を策定する。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
等を実施する。

②後発医薬品差額
通知を実施する。

③国保税の賦課方
式等を検討する。

下水道課

「公営企業の経営に当たっての留意
事項について」(平成26年8月29日付
け総務省通知）を踏まえ、市民サー
ビスを安定的に継続するため、経営
の効率化、適切な施設整備等に努め
る。

土地区画整理事業
における経営改革
の推進

区画整理課 土地区画整理事業の経営改革
と経営基盤の強化に取り組
み、経営の健全化と事業の活
性化に努める。

「公営企業の経営に当たっての留意
事項について」（平成26年8月29日
付け総務省通知）を踏まえ、自主財
源の確保に努めながら計画的な整備
を行う。

5-15

5-16

上水道事業におけ
る経営改革の推進

経営課 上水道事業の経営改革と経営
基盤の強化に取り組み、経営
の健全化と事業の活性化に努
める。

下水道事業におけ
る経営改革の推進

5-13

5-14
経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

下水道事業の経営改革と経営
基盤の強化に取り組み、経営
の健全化と事業の活性化に努
める。

｢公営企業の経営に当たっての留意
事項について」(平成26年8月29日付
け総務省通知）を踏まえ、施設の計
画的な整備、下水道料金・負担金の
収入確保等に努める。

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

62

63

64
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【参考資料】 

 

第５次八潮市行政改革大綱・実施計画策定の経緯 

 

年 月 日 会議等 取組内容 

平成 27 年６月２日 庁議 
・第５次八潮市行政改革大綱・実施計画

策定方針の決定 

平成 27 年６月 24 日 副部長等政策調整会議 

・第５次八潮市行政改革大綱・実施計画

策定方針の報告 

・各検討部会の設置について説明 

・第４次八潮市行政改革実施計画の検証

について説明 

・改革提案募集について説明 

平成 27 年６月 26 日 

～７月 31 日 

市民・市議会議員・職員へ

の新規改革提案募集 
・新規改革提案数 合計 23 件 

平成 27 年７月 27 日 

～７月 31 日 
各検討部会 

・第４次八潮市行政改革実施計画の検証 

・第４次八潮市行政改革実施計画取組項

目の継続の可否について検討 

平成 27 年８月 12 日 副部長等政策調整会議 
・各検討部会の検証結果等について検討 

・新規改革提案の報告 

平成 27 年８月 20 日 経営戦略会議 

・副部長等政策調整会議での検討結果に

ついて報告 

・新規改革提案の報告 

平成 27 年９月 28 日 

～10 月２日 
各検討部会 

・第５次八潮市行政改革実施計画に継続

することとなった取組項目（既存の取

組項目）について検討 

・新規改革提案の検討 

平成 27 年 10 月 14 日 副部長等政策調整会議 
・各検討部会の検討結果について検討 

・パブリックコメントについて説明 

平成 27 年 11 月５日 庁議 

・副部長等政策調整会議での検討結果に

ついて報告 

・パブリックコメントについて説明 

平成 27 年 12 月 10 日 

～平成 28 年１月 14 日 
パブリックコメント 

・市民からの意見を募集するため、パブ

リックコメントを実施 
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年 月 日 会議等 取組内容 

平成 28 年２月 10 日 副部長等政策調整会議 ・最終案の検討 

平成 28 年２月 18 日 経営戦略会議 ・最終案の検討 

平成 28 年３月２日 庁議 
・第５次八潮市行政改革大綱・実施計画

を付議 
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庁議・経営戦略会議 

【構成員】 

 市長・副市長・教育長・部長級職員 

 

・第５次八潮市行政改革大綱・実施計画

の策定及び決定 

副部長等政策調整会議 

【構成員】 

 副部長級等職員 

 

・各検討部会案の検討 

・第５次八潮市行政改革大綱・実施計画

素案の作成 

１ 協働・公民連携検討部会 

【構成】 

・部会長 水嶋市民活力推進部 

副部長 

・副部会長 古庄まちづくり 

企画部副部長 

・部会員 指名された副部長等 

・事務局 市民協働推進課 

２ 行政サービス検討部会 

【構成】 

・部会長 武内まちづくり 

     企画部副部長 

・副部会長 柳澤ふれあい福祉部 

     副部長 

・部会員 指名された副部長等 

・事務局 総務人事課 

３ 財政運営検討部会 

【構成】 

・部会長 荒浪税財政部副部長 

 

・副部会長 中村都市デザイン部 

     副部長 

・部会員 指名された副部長等 

・事務局 財政課 

【参考資料】 

 

第５次八潮市行政改革大綱・実施計画策定の推進体制 

 

 

                           募集 

 

                          意見提案 

 

                          改革案募集 

 

                          改革案提案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【所掌事務】 

（１）第５次八潮市行政改革大綱・実施計画（以下、計画）を策定するために必要な検証、調査及び検討に関

すること。 

（２）計画の部会案を作成すること。 

（３）前各号に掲げるもののほか、計画の策定に係る事項に関すること。 

 

パブリックコメント 

 

【提案制度】 

市  民 

議  員 

職  員 
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【参考資料】

各検討部会員名簿 （敬省略）

検討部会 １．協働・公民連携検討部会 ２．行政サービス向上検討部会 ３．財政運営検討部会

視点

①市民との協働の視点
②公民連携の視点

③事務事業の見直しの視点
④組織・人材マネジメントの視
点

⑤自主・自律的な財政運営の視
点

部会長
市民活力推進部副部長
水嶋　清和

まちづくり企画部副部長
武内　清和

税財政部副部長
荒浪　淳

副部会長
まちづくり企画部副部長
古庄　真理子

ふれあい福祉部副部長
柳澤　徹

都市デザイン部副部長
中村　史朗

計　１１名 計　１４名 計　１３名

まちづくり企画部副部長 まちづくり企画部副部長 まちづくり企画部参事

　　　　古庄　真理子 　　　　武内　清和 　　　　菅原　喜行

政策担当主幹 政策担当主幹 政策担当主幹

　　　　菅野　貴大 　　　　菅野　貴大 　　　　菅野　貴大

税財政部副部長 税財政部副部長 税財政部副部長

　　　　荒浪　淳 　　　　荒浪　淳 　　　　荒浪　淳

ふれあい福祉部副部長 ふれあい福祉部副部長 ふれあい福祉部副部長

　　　　柳澤　徹 　　　　柳澤　徹 　　　　柳澤　徹

くらし安全部副部長 健康スポーツ部（国保年金課長） 健康スポーツ部（国保年金課長）

　　　　佐々木　千秋 　　　　鈴木　圭介 　　　　鈴木　圭介

市民活力推進部副部長 くらし安全部副部長 くらし安全部副部長

　　　　水嶋　清和 　　　　佐々木　千秋 　　　　佐々木　千秋

建設部参事 市民活力推進部副部長 市民活力推進部副部長

　　　　遠藤　隆之 　　　　水嶋　清和 　　　　水嶋　清和

都市デザイン部副部長 建設部副部長 建設部副部長

　　　　中村　史朗 　　　　荒川　俊 　　　　荒川　俊

会計課長 都市デザイン部副部長 都市デザイン部副部長

　　　　友部　洋子 　　　　中村　史朗 　　　　中村　史朗

水道部参事 工事検査課長 水道部副部長

　　　　大山　敏 　　　　晝間　徳浩 　　　　峯岸　真一

教育総務部副部長 水道部副部長 監査委員事務局主幹

　　　　古庄　元行 　　　　佐藤　義美 　　　　菊池　俊充

議会事務局次長 教育総務部副部長

　　　　藤波　勲 　　　　鈴木　博

教育総務部副部長 学校教育部副部長

　　　　古庄　元行 　　　　田口　周一

学校教育部副部長

　　　　田口　周一

担当事務局 市民協働推進課 総務人事課 財政課

部会員

総合事務局：企画経営課
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